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マネジメント・コントロー ル・システムと類型化研究(1)
古 田 隆 紀・吉 岡 梓
Management Control System and A Study of Classification (1)
Takanori Furuta ' Azusa Yosioka
ABSTRACT
Management accounting has made much more contribution
in the process which the strategy formulated is implemented,
rather than formulation of the strategy. This process is called a
management control, and management accounting is deeply
related as a system that supports the process of this
management control, that is, management control system.
However, management control system is only one of
mechanism that executes strategies. It is known that the
mechanism of strategy execution contains various elements
such as organization structure, culture, and leadership, not to
mention management control system. Through the relation of
actions that management control system acts with these various
elements to implement strategies effectively, the diagram that
get high corporate performance can be led.
Then, how has management control system got high
corporate performance, where that system mutually acts with
those elements? Reviewing a progress of management control
system which has relation to management accounting today,
this paper focuses the relation of actions of management control
system, also requires its theoretical key from the type of
(5021)
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adaptation to environment. As a result, this paper will suggests
a classification of management control system which depends
on the type of adaptation to environment.
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はじめに
管理会計は、戦略そのものの策定よりも、策定された戦略を実施ないし遂行
するプロセスにむしろ大きな貢献を担ってきた。このプロセスがマネジメン
ト・コントロールとよばれ、管理会計はこのマネジメント・コントロールのプ
ロセスを支援するシステム、すなわちマネジメント・コントロール・システム
として深くかかわってきた。
しかし、マネジメント・コントロール・システムは、戦略を実施するメカニ
ズムの構成要素の一つにすぎないのである。戦略実施のメカニズムは、マネジ
メント・コントロール・システムのほかに組織構造、組織文化およびリーダー
シップの諸要素を含むことが経験的にしられる。ここから、マネジメント・コ
ントロール・システムは、戦略を効果的に機能させるためにこれら諸要素と相
互に作用する影響関係を通じて、その中で企業業績を高めていくという図式が
導かれるのである。図 。1はこの図式を概念的フレームヮークに表わしたもの
である。作用関係が強く働くもの、そうでないもの、また経時的にみれば、こ
れらが一方向の関係だけでなく、相互に作用する双方向の関係も可能性として
あることなど考えられるすべての様相を示している。
それでは、マネジメント・コントロール・システムは、いかにこれら構成要
素と相互に作用し影響する関係の中で、高い企業業績に結びつき、また結びつ
いてきたのであろうか。以下、本稿は、今日の管理会計がかかわってきたマネ
ジメント・コントロール・システムの進展を俯腋しながら、こうしたマネジメ
ント・コントロール・システムの作用 (影響)関係を明らかにするとともに、
その理論的手がかりを企業の環境適応の類型にもとめるものである。これによ
り、この企業の環境適応の類型モデルに応じたマネジメント・コントロール・
システムの類型化を提案するものである。
θβθ20
大阪学院大学流通・経営学論集 第36巻第3号
図・1 戦略実施のフレームワーク
実施のメカニズム
組織オ
マネジメント・
コントロール・
システム
―シップ
組織文化
(Anthony and Govindaraian〔1995〕,p.11,一部修正)
2.企業戦略にかかわるマネジメント・コントロ ルー0システムの作用関係
(1)戦略と組織構造
戦略を実施するというマネジメント・コントロール・システムのテーマにと
って、経営戦略の議論は前提となる。時代の変遷をみると、経営戦略の議論に
は大きく二つの潮流があるといえよう。企業戦略 (全社戦略)と事業戦略の議
論である°。50年代にまず企業戦略の議論が生じることにより、マネジメント・
コントロール・システムのドメインがこの企業戦略の議論にかかわって登場す
ることになるのである。この企業戦略の議論は、組織 (組織構造)が企業戦略
を執行し、またその中から新たな戦略を作り上げてゆくというダイナミックス
1)本稿では、Anthony and Govindaraian〔1995〕、石井他〔1997〕を特に参考にしている。ま
た、楠木〔2010〕も参照。
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なプロセスを中心に理解された。要するに、戦略と組織とを三分法的にとらえ
るもとで、 トップ 。マネジメントが戦略を策定し、組織がそれを執行するとい
う明快なものであった。その代表的なのが、60年に入って、A.D.Chandlerに
よって唱えられた「組織は戦略に従う」という命題である。以降、企業戦略を
効果的に実現するために戦略実施のメカニズムとしてまず組織構造をとりあげ、
いかに戦略に連携させるかその対応関係が追及されたのである。日米の先行研
究において、戦略と組織構造の対応関係は、多角化の関連性の程度に応じてか
なり明快に検証されてきた。表 。1からは、多角化の程度を表す尺度の対極に
おいて顕著であることがわかる。一方の極の専業戦略を効果的に機能させるた
めには職能別組織がふさわしい、他方の極の非関連戦略や関連拡散型戦略には
事業部制組織がふさわしいことが示されるのである。
表。1 戦略と組織構造の対応関係
専業戦略  垂直統合戦略  本業集約型・本業拡散 非関連・関連拡散型
型。関連集約型戦略  戦略
職能別組織 職能別組織あるい 特定が困難かなり自由 事業部制組織 (持株
は一部事業部制  度がある       会社)
専業戦略 関連分野多角化戦略
(吉原他〔1981〕)
非関連多角化戦略
職能別組織    事業部制組織    事業部制組織 (持株会社)
(Anthony and Govindaraian〔1995〕)
(2)組織構造とマネジメント・コントロール・システム
以上、企業戦略の議論では、この戦略と組織構造との対応関係が追求され、
検証がおこなわれてきた。このように、戦略実施のメカニズムの構成要素は、
はじめに組織構造ありきで、これにより、マネジメント・コントロール・シス
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テムがこの組織構造との間に作用する関係が戦略を効果的に実施するために決
定的となるのである。要するに、いかに組織構造を企業戦略に連携できても、
マネジメント・コントロール・システムの作用が組織構造との間に働かなけれ
ば戦略を効果的に実施することはできないのである。それを象徴的するものが、
「組織がマネジメント・コントロール・システムの設計に影響を及ぼす」とい
う仮定である。マネジメント・コントロール・システムが、企業の採用する組
織構造のタイプに適合して設計される必要があるのである。以下、伝統的な管
理会計にあってマネジメント・コントロール・システムが今日までいかに、組
織構造に適合した設計を図ってきたか検討を試みることにしょう。
それでは、伝統的にマネジメント・コントロール・システムはいかに、組織
構造に適合した設計を図ってきたのであろうか。管理会計が伝統的にかかわっ
てきた (米国生まれの)マネジメント・コントロールのプロセスを図 。2のよ
うにスケッチすることから始めよう"。 ここでは、いかなる経営戦略も、どの
組織構造もそのいかんにかかわらず、あくまで理論的かつ公式的なマネジメン
ト・コントロールのプロセスであることを強調しておかなければならない。
図・2の上層に組織目標とこれを達成するための戦略を示している。この戦略
を実施するのがマネジメント・コントロールのプロセスで、「長期経営計画」
にはじまる。長期経営計画は、戦略実施に向けた具体的なアクションプログラ
ムである。つぎに、この長期経営計画のもとづいて、戦略実施の責任部門であ
る製造・販売などの部門 (責任センター)ごとに予定された収益や原価 (費用)
をわりあてる年度予算が編成される。「責任センターにおける業務と測定」で
は、ルールや原則を指針に予算を執行、つまり業務がおこなわれ、その実績が
測定される。そして、この実績が予算と比較され、それが満足のいく業績であ
2)Anthony and Govindaralan〔1995〕,p.59の公式的なマネジメント・コントロールのプロ
セスを参考に作成。
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ったかどうかが評価される。ここでの評価は、従業員の報酬目的と、責任セン
ターでの是正的行動 (上司による例外管理を含む)、 予算編成や長期経営計画
の修正目的に向けたフィードバックをともなう。さらに、戦略実施のシステム
にもかかわらず、戦略を見直したり、新たな戦略を策定するためのフイードバ
ックも重要となるのである。
図 。2 公式的なマネジメント・コントロールのプロセス
以下、マネジメント・コントロールのプロセスの一つ一つのステップを支え
るマネジメント・コントロール・システム (のサブ・システム)について組織
構造との適合の関係を検討しよう。なお、ここに組織構造とは、分業や責任と
権限の配分パターンを中心に、各階層の管理者間の情報交換、報告関係を明確
に定義するものをいう。
(I)長期経営計画
長期経営計画は、戦略実施に向けて、通常3年の期間における目標を決定す
る総合計画としてもたれる。また、この目標の裏付けとなる資源投入計画をふ
くむのが通常である。戦略的計画ともよばれることもあり、長期利益計画の側
面をもつといわれる。もっとも、長期利益計画は、外挿法的手順に従う向きが
ある。その典型が、あくまで現在の活動の延長線上、つまり現在の活動にたっ
て5年、10年先を数値上外挿するものである。これに対して、長期経営計画は、
7
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あくまで (策定された)戦略の具体的なアクションないし実行プランであるこ
とを忘れてはならない。
長期経営計画は、職能別組織にも事業部制組織にも適用される。ただし、長
期経営計画の作成は、職能別組織と事業部制組織とでは異なる。職能別組織で
は、本社事務局中心に集権的におこなわれる。製造部門や販売部門といった職
能別部門からのヒヤリングがもたれるものの、これらの職能別部門に任された
り、委譲されたりするものではない。
実際に長期経営計画を取り入れている企業の多くは、事業部制組織をとる。
それも大規模な企業である。それには根拠がある。長期経営計画は、事業部制
企業にとって事業部制組織固有の欠点を補う一つの方策となることである。事
業部制組織は、全社レベルからの総合性と統一性とを欠く。また、どちらかと
いえば、短期志向の焦点をあてるものであった。ここに、事業部制組織の選択
が長期経営計画の運用をレバレッジする所以を垣間見るのである。
図・3 長期経営計画の作成手順
社長、本社トップ・
マネジメント 本社
スタッフ 事業部
目標、方針の
社長通達 ■
く
△
?
―
各事業部における
計画作成
‐?
―
本社における分析と
集計 ○
○
―
ー
|
― ― ●
― ・
事業部計画の修正 △
最終承認 ■ □
○通知と重要な項目 ●協議 △立案 □調整と審議 ■決定
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また、長期経営計画の作成は、事業部制組織では分権的におこなわれる。様
々なパターンがある中で、ここでは図・3のような手順をとるものを掲げてお
こう。あるべき理想に近いもので、こうした手順で長期経営計画が作成される
ようなことはめったにない。事業部制組織のもとでは、本社のスタッフ (総合
企画部門)だけでなく、事業部の同様のスタッフ (企画部門ないし企画担当者)
がそれぞれ本社 トップ (最高経営者)と事業部長を補佐する形で長期経営計画
の作成をおこなう。こうした本社と事業部との間でもたれるiterativeな情報
交換のプロセスが、ほかならぬ長期経営計画作成上の分権化を特徴づけるので
あるめ。
なお、図 。3の目標、方針の社長通達は、本社の側からの最初のメッセージ、
チャレンジで、各事業部の進むべき方向をしめす。これによって、事業部制組
織のもつ欠点であった全社的な総合性と統一性を確保できるようになるのであ
る。
さらに、長期経営計画は、経営規模の拡張問題を常に抱え込む。これが、設
備投資計画にゆだねられるのである。設備投資計画は、長期経営計画におりこ
まれる重要な要素である。また、設備投資計画は、大規模な職能別組織の企業、
3)なお、図・3の長期経営計画の作成に示されるように、日標、方針の社長通達、事業部
における計画作成、本社における分析と集計、事業部の計画の修正そして最終承認のス
テップを通してみると、本社と事業部との間のiterativeな情報交換のプロセスは1回で
終了しないことがわかる。そこで、こうしたiterationの速やかな収束をおこなおうとす
るケースがかつてわが国の総合電機メーカーなどでみられた。そこでは、本社と事業部
との間に事業グループが存在する。このもとで、本社の側からの最初のメッセージは、
事業グループ長あるいは事業グループの司令部におくられる。各事業グループ長 (司令
部)がこれを解析する。そして、傘下の各事業部にたいするいわゆるチャレンジ事項を
作成し、伝達する。一方、各事業部はこれに答えるためのメッセージを提出する。しか
し、ここでも、一旦事業グループのレベルで集約され、調整がおこなわれて、本社にお
くられることになる。このようにして、形式上iterationは1回ですむのである。そうで
あっても、その情報処理の内容は、実質理論上の1回のiterationと比べてうんと多くな
る (浅沼〔1982〕)。
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とりわけ事業部制組織の企業のもとで効果的に機動する傾向が強い。
ただし、職能別組織のなかの設備投資計画のプロセスと事業部制のそれとは
基本的に同じメカニズムをもつ。職能別組織では、新日鉄の場合のように、件
別予算と枠予算とに区分される。件別予算は件別に社長が決裁する一定規模以
上の予算をいう。枠予算は社長が予算区分ごとに枠をさだめ、その範囲内での
個別具体的な案件の決定が各責任者に任されている。事業部制組織では、ある
大手電機メーカーに象徴されるように、 1件当たりの投資金額が大規模の場合
と中小規模の場合に分けられる。前者では、案件が本社で個別的に審査され、
本社でその採否が決定される。後者では、各事業本部にある大きさの資金枠が
あたえられ、その枠内の資金の配分は各事業本部の裁量に委ねられる。表 。2
は、この大枠のもとで、事業部制組織における設備投資計画のメカニズムを要
約したものである。
表 。2 事業部制組織における設備投資計画のメカニズム
設備投資目的
更新 合理化 増産 新製品
大規模 存在しない 利益率法または
回収期間の併用|
分子の投資利益
は「原価の減少
額」をあらわす .
併用が求められ
るが、取扱は慎
重。需要予測の
不確実性の勘案
が不可欠。合理
化プロジェクト
の最低限より高
い水準に設定。
不確実性の配慮
と競争戦略上の
配慮。
中小規模 資金の交付は簡
単でルーチン的
同上 同上 本社で審議され
る場合がある。
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(li)予算編成
予算編成は、長期経営計画を引き継ぐ形で、短期目標利益の設定にはじまる。
短期目標利益の設定は、長期経営計画の初年度として導かれるのが特徴である。
長期経営計画に示される目標数値は、長期志向で立てられるのにたいして、短
期目標計画の設定は、予算編成の出発点として短期的に達成可能なものでなけ
ればならない。
職能別組織においては、本社 トップの決定事項である。この短期目標利益が
設定されると、この達成に必要な売上高とこの売上高に要する原価を予測する
必要性が生じる。そのために販売予測と原価予測が行われ、これらを通して期
待される利益が算出される。予算編成は、職能別組織では経理部や企画部で設
置される予算課が、事業部制組織では事業部予算課および本部予算課がそれぞ
れ予算担当部門として機能する。職能別組織では、当面の期待利益の算定もこ
の予算担当部門によってとりまとめられる。この場合、予算担当部門による職
能部門からのヒアリングが重要である。
この期待利益が目標利益に達しない場合、期待利益を目標利益に近づけるた
めの、幾通りの利益改善に向けた施策が検討される。伝統的にこうした利益改
善施策の検討に貢献してきた管理会計技法がCVP分析であり、差額収益原価
分析である。また、貢献差益損益計算書は、差額収益原価分析による利益改善
施策の差額利益だけが期待利益の増加分となるようなメカニズムを織り込んだ
ものとして重視されてきた。しかし、実際の利益改善施策は複数あり、それぞ
れの職能別部門ごとに別々に提案される。このため、どの利益改善施策を採用
すれば、期待利益が目標利益に達するかの最終的な判断は、職能別組織では、
トップ 。マネジメントに集中する。
また、以上のような販売予測と原価予測から利益改善施策の検討までは、し
ばしば大綱的利益計画にかかわる利益計画としてもたれる。予算担当部門がこ
れを所管し、常務会による決定を経て、社長が承認する運びとなる。
βθθ〃 II
大阪学院大学流通・経営学論集 第36巻第3号
以上の短期の利益計画、あるいは大綱的利益計画にもとづいて予算編成方針
が作成される。予算編成方針は各職能部門に示達、これに準拠して部門予算が
作成されていくのであるが、いくつかの要件が整わなければならない。まず、
部門予算の作成が、(のちの責任センターにおける業務と測定と同様)各職能
部門の部門管理者の責任に結びつける責任会計を前提に置く点である。2つは、
部門予算は、責任センターに対応する形で作成される点である。責任センター
は、管理可能性の概念とともに職能別組織における責任会計の主要概念である。
例えば、職能別組織では、コスト・センターである職能別部門の部門予算は、
当該管理者は原価についてのみ管理責任を負うよう作成される。そして、この
部門予算は総合予算へと編成されていく。関連して、 3つめは、職能別組織で
は、予算編成方針の各職能部門への示達までのステップは集権的であったが、
部門予算が総合予算へ編成されるステップはボトム・アップでおこなわれる点
である。前述の職能別部門の部門予算に集計されている原価は当該管理者の管
理可能な要素としてより上位の職能別部門である責任センターに積上げられ、
工場や製造部門予算にまとめあげられるのである。。
これに対して、事業部制組織は、分権管理体制組織である。そのため、事業
部制組織における予算編成では、事業部での予算編成と本部でとりまとめられ
る本部予算 (全社総合予算)とを総合調整することが必要となる。図・4は、
事業部制組織における予算編成の手順を簡略に示したものである。そこでは、
本部 (本部の予算担当部門)と事業部 (事業部長と事業部の予算担当部門)と
の間の情報交換プロセスがルーチン的に運営されるように設計されている。わ
が国では、本部から事業部への権限移譲が尊重され、本部が事業部での予算編
4)ある中堅メーカーの総合予算の構成には、部門予算が統制内部費と統制外部費の二つに
区分されている。ここでは、責任センターにおける原価要素を管理可能なものとそうで
ないものとを区分するもとで、下位の管理者は自ら管理可能な要素を確認でき、一方上
位の管理者が例外管理を効果的に行うことができるよう設計されているのである。
Z2 6030
マネジメント・コントロール・システムと類型化研究(1)(古田・昔岡)
成業務にあまり介入すべきではないという傾向がある。要するに、事業部での
予算編成は、各事業部を主体に、事業部内の職能部門のヒアリングを重ねなが
ら、事業部目標利益の設定とこれを達成するための事業部利益計画あるいは事
業部大綱的利益計画が分権的に行われる。ヒアリングは、いわゆる「根回し」
であり、日本の企業の予算編成の特徴として、全社レベルの予算委員会をなく
したり、とくに事業部制組織での本社とのすり合わせをできるだけ少ない回数
で、しかもスムーズにおこなう意図がある。
図・4 事業部制における予算編成の手順
部                各事業部
この本部の承認を得た事業部利益計画あるいは事業部大綱的利益計画に基づ
いて事業部予算編成方針が決定される。事業部予算編成方針は、各事業部の職
能部門に示達、部門予算が作成され、事業部総合予算に編成される。この手順
は、職能別組織におけるコスト・センターである職能部門の部門予算とこの部
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(小林〔1997〕,427頁,一部修正)
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門予算の総合予算への編成のステップと基本的に異ならない。しかし、事業部
制が異なる重要な点は、企業の一つである各事業部が事業部見積損益計算書を
もつことである。ここでは、事業部見積損益計算書の理想型として表 。3のよ
うなフォームをとるものを掲げておこう。その全体は、職能別組織における責
任会計の主要概念であった管理可能性概念をとりいれたものである。このもと
で、本来的には、事業部長がこの事業部見積損益計算書の予算上の金額を執行
する権限を付与されていること、一方その結果に対して管理責任を負わされる
よう設計されていることに注意したいと思う。
表 。3 事業部損益計算書
売上高
外  部ヘ
他事業部ヘ
差引 :変動費
売上原価
販売費 。一般管理費
限界利益
差引 :管理可能固定費
管理可能利益
差引 :管理不能固定費
事業部貢献利益
差引 :事業部外固定費配賦額
事業部利益
(‖)責任センターにおける業務と測定
責任センターにおいて予算が執行され、その実績が測定され、報告される。
これが、責任センターにおける業務と測定のステップで、責任センターにおけ
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
× × ×
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る業績測定に焦点があたるといってよい。
このステップの特徴は、指針ないしルールの存在である。とくに、管理可能
性の基準が該当する。予算編成では、職能別組織における責任会計を前提にコ
スト・センターである職能部門の部門予算が作成された。管理可能性はこの責
任会計の主要概念であり、この部門予算を想定するもとで、この執行とともに
発生する費用の区分・集計方法をその管理責任を有する管理者に結びつけるの
に有効に機能する。このように、管理可能性を指針とすることは、職能別組織
の責任センターであるコスト・センターや収益センターにおける業績測定の合
理性を大きく高めるものであった (谷〔2009〕、小倉〔2010〕)。 この点で、伝統
的に責任センターにおける業績測定は、事業部制組織とのかかわりで議論され
てきたといってよいであろう。
ここに事業部制組織は、米国型の理論的ないし正統的なものを念頭におく。
事業部制組織における責任センターは、プロフィット・センターとインベスト
メント・センターに区分される。
責任センターでの業績が利益を通して測定されるとき、この責任センターは
プロフィット・センターといわれる。このプロフイット・センターにおける業
績測定は、①利益指標の選択と②振替価格の設定が設計上のトビックスとなる。
①利益指標の選択については、前掲表 。3の見積事業部損益計算書を想定する
もとで、管理可能性の指針に従うとき、管理可能利益が最優先される。
G.Shining10wの提案以来、管理可能利益は、プロフィット・センターにおけ
る業績測定、とくに事業部長の業績評価のキー・コンセプトとして位置づけら
れて来たのである。もっとも、市場対応組織といわれる事業部制組織にあって、
事業部長が本社や他の事業部長の管理下のある資源の利用に直接働きかけ、そ
の消費 (費用の発生額)に部分的であれ影響力を及ぼすことはさけられなくな
った (谷〔2009〕、小倉〔2010〕)。 谷〔2009〕では、これが事業部制組織における
責任権限の弾力化とよばれるが、ここに管理可能性の再定義、具体的に管理可
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能性を拡張して用いる方向がみられることとなった。影響可能性の概念をとり
いれるのがその典型である。
そして、こうした管理可能性の拡張に呼応するかのごとく、様々な原価概念
が提案されてきた (小倉〔2010〕)。 マネジット・コス ト、コミッテッド・コス
ト、プログラムド・コス ト、帰属可能原価などで、これらは事業部長の管理可
能な原価の範囲を拡大するものである。たとえば、前掲の表 。3で管理可能利
益から控除される管理不能固定費は、事業部長が事業部固定資産に部分的に影
響力をもち、その利用によって発生する事業部帰属可能なコミッテッド・コス
トとしてとらえられるのである。
また、表・3の事業部外固定費配賦額の本社費・共通部門費の配分について
は、そもそもこれらの管理責任は当該機能別組織の長がもつものである。つま
り、事業部長が管理可能性をもたないものであって、たとえ管理可能性の拡張
をもってしても容認できないのが至当である。ただし、実際の企業実践では、
日米のいずれにおいても本社費・共通部門費の配分は多くおこなわれている。
こうした実務を支持する積極的な理由の最たるものが、事業部長が本社費・共
通部門費の配分後の事業部利益を達成する責任をもつことを念頭におくという
点である。極言するならば、事業部利益を達成することが、全社的利益を黒字
にするための事業部長の責任であるといるのである (小倉〔2010〕)。 同様に、
事業部利益の達成に向けて、競争他社の業績や同事業の収益性をにらみながら
市場環境の変化に対処する事業部長の責任が暗黙のうちに仮定されているとも
考えられるのである (谷〔2009〕)。 この結果、事業部利益は、プロフィット・
センター自体の経済性評価にだけでなく、事業部長の業績評価にも選択される
利益指標として重視される可能性をもつのである。
さらに、②振替価格の設定もプロフィット・センターの業績測定に関係する。
事業部制組織では、事業部と事業部の間で様々な相互依存関係が存在する。そ
の代表的なケースが、事業部間取引であり、これにともなう事業部長の意思決
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定権限とその管理責任の範囲とが一致しない問題が生じる。この問題は、内部
振替価格採用の実践の普及によって相当程度解決をみてきた (小倉〔2010〕)。
とくに、プロフイット・センターとして事業部からの振替の場合は、内部利益
を含む市価基準や原価プラス基準が多く採用されている。このことは、プロフ
ィット・センターとしての特徴に対応したものであろう。また、忌避宣言権を
認めることも事業部長の評価に大きく影響する。
つぎに、インベストメント・センターにおける業績測定は、以上のプロフイ
ット・センターの設計上の問題につぎのようなトビックスが追加される。③イ
ンベストメント・センターにおける使用資産の測定 (範囲とその評価)と④こ
の使用資産に事業部利益を対応づけ、関連づける方法の選択である。市場環境
の変化に対処するために、事業部長に委譲される権限は費用の支出に影響力を
及ぼすものだけではない。将来の収益 (経済的便益)を期待するためにおこな
われる支出を決定する権限が委譲される。この将来の収益のための支出は、長
期の投資期間にわたって回収されるべき大規模のもので、資産として認識され
るものである。理論的なインベストメント・センターは、プロフィット・セン
ターの中にあって事業部長がこうした資産の支出の決定に大幅な影響力を行使
できる場合である (小倉〔2010〕)。 プロフイット・センターとの区分はこうし
て相対的であるが、インベストメント・センターにおける業績測定は、単に期
間利益額ではなく、投資に対してどれだけ回収できたかその投資効率を測定す
る点に特徴があるのである。
プロフィット・センターのもとでは、事業部損益計算書に焦点があたった。
これに対して、インベストメント・センターでは、事業部損益計算書だけでな
く事業部貸借対照表が前提となる。このもとで、③使用資産の測定は、どのよ
うな資産のタイプをインベストメント・センターの投資ベースに含めるべきか
を基本的に問題とする。この点、事業部ごとに貸借対照表の作成されない米国
では、資産表から事業部長にとって管理可能な資産か、また資産総額あるいは
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資産総額から控除される無利子負債かを確認、識別するアプローチがとられる。
この場合、前者は事業部長の評価に、後者はインベストメント・センター自体
の経済性評価にそれぞれ対応することになろう。
また、③使用資産の測定は、固定資産を取得資産総額 (総簿価)か正味簿価
で評価するかをともなう。正味簿価の場合、投資利益率が変動し、投資の真の
利益率が誤って記述され、事業部長から新たな投資の決定からの意欲をそぐと
いう問題がある。これに対し、取得資産総額では投資利益率は一定で、むしろ
現在の資産を新たな資産に取り替えとする誘因を生む。1920年代に投資利益率
を提唱したデュポン社が取得資産総額を採用した理由が、これである。ところ
が、日米の実務では正味簿価をとる企業が多い。その理由として、外部報告目
的との整合性に強く影響をうけたことがあげられる。
さらに、④使用資産に事業部利益を関連づける方法として、米国ではGM
に代表されるように伝統的に投資資本利益率 (ROI)や残余利益法 (RI)が
採用されてきた。投資資本利益率の場合は、使用資産が分母となる。残余利益
の場合は、使用資産は資本コストを産出する際の基礎となる。投資資本利益率
(事業部税引前純利益÷事業部資産総額)は、米国の歴史的経緯からインベス
トメント・センターにおける業績測定にとって最も魅力的な指標といえる。た
だし、米国で1960年代頃からその技術上の限界が指摘された。それは、投資利
益率を事業部長の業績評価を測定する目的で用いるとき、事業部長の逆機能的
行動を引き起こすというものであった。この限界を克服するために投資利益率
に代わる方法として開発されたのが残余利益法である。にもかかわらず、米国
の実務では投資利益率に替えて残余利益法を単独で用いる企業はきわめて少な
い。仮に残余利益法が用いられる場合、そのほとんどが投資利益率を補完する
併用型であった。これによって、より総合的な業績測定 。評価がもとめられる
のである。
I∂ 6“8
マネジメント・コントロール・システムと類型化研究(1)(古田・吉岡)
(市)業績評価
最後の「業績評価」のステップでは、責任センターにおける業務遂行の結果
が予算の形で示される計画と比較される。この差異が予算差異であり、通常そ
の原因を分析するのが予算差異分析とよばれる。この予算差異分析の基本設計
も、責任センターがコスト・センター、収益 。センターあるいはプロフィット・
センターかで異なる。
コスト・センターである加工工程や加工課といった下位の差異分斌は、実際
原価を実際生産量のもとであるべきはずの原価を示す弾力性予算 (変動予算)
と比較することからなる。これによる差異が標準原価差異である。同じコスト・
センターでもより上位の工場や製造部門の予算差異分析は、以上の下位の差異
を管理可能な要素として積み上げていき、工場や製造部門全体の差異を概要す
ることになる。これにより、ここでの上司である工場長や製造部門長は例外管
理を効果的に進めることができるのである。
一方、収益 。センターとよばれることがある販売部門は、売上高から標準製
造原価あるいは標準変動製造原価を差し引いたプロフィット・センターとみな
されるべきである。これに応じて、販売部門の差異分析では、実際販売量のも
とであるべきはずの収益と原価 (費用)を示す弾力性予算 (変動予算)を当初
の利益計画予算と実際との媒介項におき、差異は三分される。当初の計画販売
量よりも多く (少なく)販売したために生じる活動差異 (販売数量差異)と、
低い (高い)価格で売つたため、能率的な (不能率に)営業活動をしたためあ
るいはまた予算を節約 (浪費)したために生じる価格、能率および予算差異と
呼ばれるものである。前掲の図 。2は、こうした差異分析に基づいて、報酬の
形での責任センターヘのフイードバックと、一方責任センターにおける是正行
動と予算編成の修正をともなうフイードバックとを示している。
最終的に予算差異分析は、年度末の損益計算書 (事業部損益計算書)に編成、
積上げられていく。これによって、年度初めに設定された予算編成方針 (事業
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部予算編成方針)にもりこまれた利益目標や原価目標の達成度合いがチェック
される。これら利益目標や原価目標は、長期経営計画の一年分の目標利益を実
現するための具体的なガイドラインとなるものであった。このために、ここで
のチェックは図。2に示されるように、長期経営計画にフィードバックされ、
長期経営計画の修正の可能性をともなうのである。
さらに、重要な点は、このようなチェックが戦略ヘフィードバックされるこ
とである。もともと戦略は本来経時的産物であることから、これにより、戦略
の改訂あるいは見直しをともなうケースが現実に起こるのである。たとえば、
ある事業部は、売上高利益率10%の利益目標を達成できなかった。これは、当
該事業部長にとつて予想外であった。というのは、当該事業部の事業は成長分
野であったのでこの目標は放っておいてもクリアできるものと見ていたのであ
る。つまるところ、短期志向に陥っていたわけで、たとえ成長分野であっても、
当該事業部長がたとえば新製品開発に向けた戦略を一層重視することは的を射
るものといえよう。
以上、「長期経営計画」、「予算編成」、「責任センターでの業務と測定」およ
び「業績評価」の各ステップにおいて、マネジメント・コントロール・システ
ム (のサブ・システム)がいかに組織構造のタイプに適応して設計されてきた
か、その検討を試みた。結論的に、企業戦略とのかかわりでとりあげられるマ
ネジメント・コントロール・システムは、その作用関係が組織構造との間に強
く働く点を特徴とする。また、「業績評価」のステップからのフィードバック・
ループの介在により、マネジメント・コントロール・システムがつぎに戦略に
作用 (影響)する関係も重要となる。この段階で、企業戦略とのかかわりでと
りあげられるマネジメント・コントロール・システムの作用関係の全体像が見
えてくる。それは、つぎのような構図をとるものであろう。
2θ r5%の
マネジメント・コントロール・システムと類型化研究(1)(古田・吉岡)
「
戦略→組織構造→マネジメント・コントロール・システム¬
そして、この結果、戦略実施に効果的に機能し、高い業績に結びつくという考
え方に達するのである。
3.企業戦略にかかわるマネジメント・コントロール・システムの
作用関係とVHSBの四類型
(1)マネジメント・コントロー ル・システムと組織文化
ところで、以上の作用関係にあって、マネジメント・コントロール・システ
ムが組織文化 (やリーダーシップ)との間に作用する関係は捨象されている点
に注意を喚起したい。この点、実際はどうだったのであろうか。
時系列でみるとき、第2次大戦後のアメリカ経営学の隆盛のなか、事業部制
組織にマッチするマネジメント・コントロール・システムが大戦後の米国経済
の飛躍的発展を支えたシステムとして米国企業の管理会計実践に取り入れられ、
成功をおさめたといわれる。同様に、我が国でも1960年代米国のこうした管理
会計実践を下敷きにした通産省の答申「事業部制による利益管理」が契機とな
り、事業部制の導入が日本の企業にも普及した。そして、それに適合したマネ
ジメント・コントロール・システムを取り入れた大規模な事業部制企業が大き
な成功をおさめ、高い企業業績をあげたのである。まぎれもなく、マネジメン
ト・コントロール・システムと組織構造との間に強い作用関係が働き、戦略実
施を効果的に機能せじめ、これが高い企業業績をもたらしたと考えられる。
一方でまた、これらの成功をおさめた企業には、固有の強固な組織文化が浸
透していることは確かであろう。米国ではGM、U.Sスチール、我が国では
新日鉄,日立などである。また、リーダーシップが、個人として、集団として
組織文化を作 り上げてきた企業でもある。しかし、これら組織文化 (やリーダー
604〃 2ヱ
大阪学院大学流通・経営学論集 第36巻第3号
シップ)が、マネジメント・コントロール・システムとの間に作用する関係は
働くことがなかったのであろうか。結論を急ぐならば、1960、1970代こうした
問題に解答を与える十分なデータと理論は整備されていなかったというのが本
当のところである。つまり、この限りで、推測の域を出ないのである。何より
も、組織文化の概念が学会や実務界で浸透したのは1980代に入ってからである。
たとえば、強い企業の成功の秘訣は強い組織文化にある、というメッセージと
ともに急速に脚光をあびることになるのである。
(2)VHSBの四類型
さて、以上を (議論の)切り口に、ここに改めて関連する先駆的な研究を通
してその理論的な手掛かりを得ることができるように思われる。その先駆的な
研究とは、企業の環境適応の類型についての研究である。現実の企業が環境ヘ
の適応を図る方法は多様である。一般に一貫性をもった有効な適応方法として
は、少数の類型に分けることであると主張される。企業の環境適応の類型は、
Mintzberg〔1973〕を先駆に、Miles and Snow〔1978〕、Miles〔1982〕が代表
的であるが、以下では加護野他〔1983〕によるVHSBの四つの類型に着目した
ぃ5)。
VHSBの四類型は、主として日米大企業の組織原理と戦略発想 (志向)と
いう包括的な2次元の定量的・定性的分析から抽出されたものである。組織原
理のかかわる次元は、グループ・ダイナミクスとビューロクラテイック・ダイ
ナミクスとの2つの対極で示される。一方の戦略発想は、オペレーション志向
とプロダクト志向という2つの対極で示される。この結果、この2つの次元を
組み合わせることによって得られるものがVHSBの四類型である。
5)このVHSBの四類型は、30年も経た今日でも十分通用することが認められる。
22                              β040
マネジメント・コントロール・システムと類型化研究(1)(古田・吉岡)
グループ・
ダイナミクス
ビューロクラテイック
ダイナミクス
オペ レーション
プロダク ト
このVHSBの四類型に着目するのは、つぎの2つの理由による。 1つは、
四類型が、企業が環境への適応を図ることが戦略を効果的に実施することに通
ずるという包括的フレームワークをもつためである。すなわち、これにより、
VHSBの四類型はマネジメント・コントロール・システムの分析パラダイム
(本稿のマネジメント・コントロール・システムの作用関係のタイプと類型化
研究のような)にうまく適合し、両立可能となり、その理論的な出発点となる
と考えられる。2つは、四類型では企業が環境へうまく適応するためにそれぞ
れ異なる環境適応のメカニズム (の構成要素)が機能する。組織構造やマネジ
メント・コントロール・システムと並んで組織文化、リーダーシップがそのメ
カニズムの構成要素をなすのである。ここで、これらの環境適応のメカニズム
の構成要素は、戦略実施のメカニズムの構成要素に一致することがわかる。前
者 (環境適応のメカニズムの構成要素)が後者 (戦略実施のメカニズムの構成
要素)を代理する (プロキシー)関係にあるということもできよう。ともあれ、
ここからは、四類型がマネジメント・コントロール・システムの分析パラダイ
ムに適合する (両立可能な)ことをより確かなもの、つまり理論武装するもの
であることがわかる。こうして、具体的にマネジメント・コントロール・シス
テムの作用関係をVHSBの四類型に重ね、これに応じて類型化が俎上に上が
るのである。
H型 B型
V型 S型
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(3)企業戦略にかかわるマネジメント・コントロール・システムの作用関係と
B型タイプ
以下、企業戦略の議論にかかわるマネジメント・コントロール・システムの
作用関係をⅥISBの四類型に重ねることにしょう。四類型では、企業が環境
へうまく適応するためにそれぞれ異なった環境適応のメカニズム(の構成要素)
が機能するのが特徴である。その典型が、表 。4のようにまとめられる。V型
とH型のタイプ、B型とS型のタイプがそれぞれ同じ範疇で考えられる。当
面のマネジメント・コントロール・システムの作用関係のゾーンは、後者のB
型とS型のタイプにあてはまることがわかる。B型もS型も、戦略がはじめに
ありきで、これにより組織構造とマネジメント・コントロール・システムが公
式化されているからである。このいずれのタイプに属するかのメルクマールは、
戦略→組織構造→マネジメント・コントロール・システムという作用関係の基
本構図が決定的なキーとなろう。
表 。4 四類型の環境適応のメカニズム
H型
組織文化が大きな役割、組織構造やマネジメント・コントロール・
システムは余り公式化されていない。ガイドラインとしての戦略が
不定型だからである。
V型
H型同様、組織文化やリーダーシップが重要な役割を果たし、組
織構造やマネジメント・コントロール・システムは余り公式化され
ていない。
B型
戦略は行動のガイドラインとしての性格をもち、組織構造とマネジ
メント・コントロール・システムが公式化され、環境適応のプロセ
スを支配する。組織文化は、これら組織構造とマネジメント・コン
トロール・システムの補完的な役割を果たす。
S型
事前に明示的な戦略があり、B型と同様であり、組織文化がフォー
マルな組織構造とマネジメント・コントロール・システムを補完す
る役割を演じる。
(石井他〔1997〕,164～167頁)
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そこで、この観点から、VHSBの四類型の (純粋型としての)特徴を概観
し関連づけてみてみよう。表・5は、①組織的統合と情報プロセシングの手段、
②影響力の分析と組織形態、③知識・情報の蓄積のパター ン、④トップ・マネ
ジメントのリー ダーシップ、⑤機会や脅威への対処方法、⑥環境適応の鍵と競
争優位、⑥情報志向、⑦価値志向ごとに四類型の特徴を抽出したものである。
いまこの特徴に照らすとき、当面のマネジメント・コントロール・システムの
作用関係は、結局B型のタイプに限りなく近いということができるであろう。
S型V型 ①頻繁な相互作用、価値・情報
の共有、チ‐ム、タスク・フ
ォース、技術や製品へのコミ
ットメント
②小さなチームの連合体、意思
決定センターの分散
①階層、自己充足化、垂直的情
報チャネル計画、日標、実績
主義の報酬
②事業部制組織、資源配分権限
のトップヘの集中
③エリートによる学習、システ
表・5 四類型の特徴
①頻繁な相互作用、価値・情報
の共有、緊張の醸成、対人関
係のネットワーク
②ルースに連結された連結ピン
型組織、パワーの組織内分散
③組織内部での相互作用的な学
習と学習の共有
④宣教師型リー ダーシップ
⑤受動的・機能的・インクリメ
ンタルな適応
⑥オペレー ションの効率化、製
品特性の小さな差、シナジー、
適応のスピード
⑦現場情報、顧客との接触によ
る情報
③一体感、調和
①規則、プログラム、階層、機
能的分業、職務に応じた報酬
②職能別組織、 トップとエリー
ト・スタッフヘのパワーの集
中
③エリートによる学習、システ
ム、マニュアル、規則による
伝承
④テクノクラート型リー ダーシ
ツプ
⑤受動的・量的適応、 ドメイン
の防衛
⑥生産効率、コスト優位
⑦定量的情報
③規則、職務、手続の遵守
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③チームあるいは個人による学
習とモデリングによる共有
④企業家型リーダーシップ
⑤能動的・実験主義的・断続的
な適応
⑥製品のユニ
ベ ー ン ヨン
ムによる伝承、事業の買収
④将軍型リーダーシップ
⑤演繹的。分析的・計画的適応
⑥戦略的一貫性
⑦体系的予測情報
③首尾一貫性、計画の遵守、日
標の達成
先行イノ
⑦鮮度の高い顧客、技術情報
③リスクヘの挑戦、ベンチャー
スピリット
たとえば、B型では、意思決定の権限はトップとエリート・スタッフに集中
する。日米とも、鉄鋼や自動車などどちらかといえば専業型の巨大企業にみら
れる環境適応の類型といわれる。このように標準的な組織構造は専業戦略に応
じた職能別組織であるが、多角化 (本業中心)戦略に対応した事業部制組織を
も対象に含む (加護野他〔1983〕)。
また、B型では、組織が大規模になると、職能別、事業別に部門が組織され
る。この分化した組織を統合するために規則と手続きが遵守される。ところが、
実際はこれらで対応できない例外管理が生じる。このような場合、部下が上司
の決裁を仰ぐという組織階層を使って統合がはかられる。B型はこれらの規則
や手続きと組織階層という組織的統合を重視するのである。しかし、さらにこ
れにマネジメント・コントロール・システムが結びつかないと組織はバラバラ
になってしまう (谷〔2009〕)。 トップは、戦略の実施に向けた計画をたて、こ
れに基づいて部門目標が設定される。部門目標は、部門の行動のルールとなり、
部門の行動がバラバラになることはなく統合がえられる。各部門は、こうして
日常のオペレーションに従事する。そして、これが効率的におこなわれたかど
うか実績を目標と比較し、差異分析がおこなわれる。この場合、この差異分析
(加護野他〔1983〕,233頁)
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による差異が大きくなるなど例外が発生すると例外管理によって統合が計られ
る。こうして、B型では、統合システムとしてのマネジメント・コントロール・
システムの情報プロセシングが行われるのである。
このようにみてくるとき、B型は、「組織は戦略に従う」という仮定や「組
織はマネジメント・コントロール・システムの設計に影響を及ぼす」という仮
定を暗黙のうちに前提に置くものであることがわかる。このことを通じて、戦
略→組織構造→マネジメント・コントロール・システムという基本構図をしっ
かりと支えることとなるのである。
(4)B型と組織文化
さらに、ここまであえて組織文化についてふれなかったが、B型では、前掲
の表・4に示されるように、組織文化が組織構造とマネジメント・コントロー
ル・システムを補完する役割を演じる。このことが投げかける重要なインプリ
ケーションは、組織文化が当面のマネジメント・コントロール・システムの作
用関係の構図を構成し、そのパターンを形成することである。これによって、
これまで推量の域を出なかった組織文化とマネジメント・コントロール・シス
テム (と組織構造)との間に作用する関係が弱いけれども現実に働くことを客
観的事実として捉え、この関係を支えるのである。
組織文化は、一般に企業の構成員によって内面化され共有化されている価値
観、行動規範および信念に集合体といわれる。石井他〔1997〕は、こうした組
織文化が有する構成要素の内容を四類型ごとに分析している。表 。6のごとく
である。ここで①は価値観、②は対人関係、意思決定、コンフリクトの解消に
ついての規範、③、④は数量化情報とパワーについての信念とされる。以下、
B型の組織文化について、それがマネジメント・コントロール・システム (組
織構造を含めて)に作用する関係は弱いけれども一体どう働くものであろうか、
読み取ることにしよう。
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表 。6 四類型と組織文化
H型 ①一体感、人
②調和、情報共有、意思疎通、
コンセンサス、柔軟性
③第一線の情報
④ライン
①合理性、能率         B型
②規則 。手続の遵守、計算、階
層秩序
③数量化情報
④階層
V型 ①革新、人
②独創性、リスクヘの挑戦、実
績
③曖味な新鮮情報
④実績を持つスター
①合理性、有効性       s型
②分析、体系性、問題直視、日
標達成
③体系的情報
④スタッフ
(石井他〔1997〕,167頁)
B型は、本社の戦略スタッフや経営 トップによる分析的な思考によって合理
的な経営戦略が策定されると仮定され、それがトップダウンで現場に下ろされ
ていく、というのが基本的な戦略の姿として描かれる。そこで、B型は、日常
のオペレーションの能率 (管理)と安定性が環境適応のキーとなる。それを高
めるために、ビューロクラシーな組織編成は重要な役割を占めるのである。規
則や手順を作り、その遵守と監視が重要とされる。また、安定した行動パター
ンにむけて計算や手続きにもとづくことが要求される。意思決定にあたっては、
権限の有無が優先される。コンフリクトの解消は、上司、部下という階層的秩
序でおこなわれるのが合理的とされる。数量化された整合的なデータが重視さ
れ、上司や他部門の説得がおこなわれる。発言力は階層の高さに比例、上司は
部下より多くの経験と知識をもっていると信じられる (石井他〔1997〕)。
以上、企業戦略の議論にかかわるマネジメント・コントロール・システムの
作用関係をvHsBの四類型に重ねるとき、改めてB型のタイプに属するパター
ンをとるものであるといえよう。このとき、それは、冒頭の図・1の概念的フ
レームワークの上に下図のように作用関係のゾーン閾を加えることで表わされ
よう。
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4.事業戦略にかかわるマネジメン ト・ コン トロール・ システムの
作用関係
(1)事業戦略 (競争戦略)とSBU
顧みて、70年代に入って経営戦略の議論にもう一つの内容が加わった。それ
は、個々の事業分野の競争にかかわる戦略である。この意味で、事業戦略ある
いは競争戦略とよばれるものがそれで、事業戦略 (競争戦略)の議論とのかか
わりでとりあげられるマネジメント・コントロール・システムの作用関係のレ
ベルが遡上にあがることになる。
多角的戦略の進展は、事業部制組織の拡大をまねいた。同時に、環境の不確
実性が高まるとともに、本社のトップがすべての事業分野を熟知、精通し、事
業単位レベルの戦略 (事業戦略)を策定することは困難となったといわれる。
ここに、事業戦略の策定についてこれを分権化する必要が生じたのである。た
だし、ここではこの事業戦略は企業戦略と独立して行われるものではなく、企
業戦略との統合 (整合化)が図られるものである。その見直しの方策として、
マネジメント・
コントロール・
システム
リーダーシップ
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まず事業の戦略的課題を明確にし、この戦略展開を図るために、これまでの事
業部を再編する必要に迫られた。これが、事業戦略の策定単位としてSBU
(strategic business tmit)の設定となって現れたのである。既存の事業部制
組織は、事業本部、事業部、部門、グループといった階層を持ち、本来的に業
務執行の組織である。SBUはこうした業務執行組織の上にオーバーラップす
る形で横断的に導入されるもので、SBUにとりまとめられた事業分野に関す
る戦略、戦略代替案を作成する戦略づくり、戦略のための組織としての特徴を
もつ。このために、マ トリックス組織とみなされる (加護野〔1981〕、石井他
〔1997〕)。
つぎに、このSBUを前提に、本社レベルがPPMによるポートフォリオ分
析を組み込むことによって企業戦略を策定し、資源展開をおこなうことである。
このポー トフォリオ分析の中で、各SBUを各ビジネス・スクリーンに位置づ
け、これらに対応した戦略使命ないし目標を指定することになる。成長、維持、
収穫の戦略使命である。実際のSBUは、これらの戦略使命を実現するために
個々の市場で競争他社との持続的競争優位をめざし、コス ト・リーダーシップ
や差別化を取り込んだ戦略代替案や実行計画 (予算)を作成することになる。
本社レベルの企業戦略と資源展開は、こうしたSBUの戦略、戦略代替案の検
討にもとづく資源配分のプロセスとしておこなわれるものである。このように
して、各SBUで策定し、実施される事業戦略が企業戦略に統合されていくの
である。
(2)SBU(に追及される事業戦略)とマネジメント・コントロール・システム
前章の企業戦略にかかわるマネジメント・コントロール・システムの作用関
係は、戦略→組織構造→マネジメント・コントロール・システムという基本構
図にシンボライズされた。そして、「組織は戦略に従う」という仮定と「組織
はマネジメント・コントロール・システムの設計に影響を及ぼす」という仮定
θθ βθ5の
マネジメント・コントロール・システムと類型化研究(1)(古田・吉岡)
によってたった。これに対して、以上のように事業戦略のもとでは、「戦略は
組織に従う」という仮定が重視されることになる。そして、ここから今度は、
「戦略がマネジメント・コントロール・システムの設計に影響を及ぼす」とい
う仮定が導かれる。つまり、SBUに追及される事業戦略 (競争戦略)に適合
するマネジメント・コントロール・システムの設計がもとめられるのである。
この作用関係の検討については、SBUの先進国である米国の先行研究にき
わだって目立つ。Govindaraian and shank〔1992〕,Anthony and Govindaraian
〔1995〕を中心に、 2つの見方からの議論が試みられる。 1つは、各SBU
がPPMによる事業ポートフォリオの手法によって指定される戦略使命 (成長、
維持および収穫/撤退)を実現するために、いかにマネジメント・コントロー
ル・システムが設計されるべきかについて検証をおこなったものである。表・
7は、マネジメント・コントロール・システムのサブシステムを長期経営計画、
予算編成および報酬システムの3つに絞って、これらの設計上のインプリケー
ションを要約している。
表 。7 SBUとマネジメント・コントロール・システムの適合
長期経営計画のインプリケーション
オプション 成  長 維  持 収  穫
長期経営計画の重要性
資本支出決定の公式化
資本投資分析
資本支出の評価基準
ハー ドル・レー ト
プロジェクト承認の
限度
Govindaraian and shank〔1992〕,p.17,Anthony and Govindarajan〔1995〕,p611.
相対的に高い  
―茸構 』戯轟苫 ―より主観的で定性的 
一非財務データにウエイト 
ー相対的に低い  
一
相対的に高い  
―
相対的に低い
より公式的なDCF
法や短い回収期間
より客観的で定量的
財務データにウエイト
相対的に高い
相対的に低い
βθ5〃 θI
大阪学院大学流通・経営学論集 第36巻第3号
予算編成のインプリケーション
オプション 成  長 維  持 収  穫
予算の役割
年度予算作成でのSBU
マネージャーの影響カ
年度中の予算修正
標準原価の業績評価
における役割
製造原価管理のための
弾力性予算のような
コンセプトの重要性
非公式な報告と上司
との接触の頻度
予算対実績について
上司からのフィード
バックの頻度
予算に対する定期的
評価に用いられる
“管理限界"
予算合致の重要性
短期計画のツール 
ー相対的に高い  
―比較的容易   
一相対的に低い  
―
相対的に低い  
―方針問題について
より頻繁 :業務問題 
一
について少ない
少ない   
―
コントロール・ッール
(拘束力を持つ書類)
相対的に低い
困難
相対的に高い
相対的に高い
方針問題について
少ない :業務問題に
ついてより頻繁
しばしば
相対的に低い
(より固定化)
相対的に高い
相対的に高い
(より柔軟)
一
相対的に低い  
一結果対行動(プロセス) 行動(プロセス)の
のコントロール コントロール
一
 結果のコントロール
Govindaraian and shank〔1992〕,p.18,Anthony and Govindaraian〔1995〕,p.612.
報酬システムのインプリケーション
オプション 成  長    維  持 収  穫
ボーナスの報酬割合  相対的に高い  
―
  相対的に低い
ポーナ驀 準騨?祠語畿)一 翻?蝸謹振)
ボーナスの算定方式   より主観的   
―
 より成文化ベース
ボーナスの支給頻度    少ない    
―
    ょり頻度
Govindaraian and shank〔1992〕,p.19,Anthony and GovindaraJan〔1995〕,p.614.
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2つは事業単位が特定の産業界で他社との持続的競争優位を獲得する見方で、
その具体的な方法であるコスト・リーダーシップと差別化の戦略に適合するマ
ネジメント・コントロール・システムの設計が検討される。成長戦略をとる
sBuは、収穫戦略と比べてより大きい環境の不確実性に直面する。一方、差
別化戦略はコスト・リーダーシップ戦略と比べてSBUにおける環境の不確実
性を増大させることが経験貝1から明らかである。こうした環境の不確実性のデ
ィメンションから、差別化戦略とコスト・リーダーシップ戦略に適合するマネ
ジメント・コントロール・システムの設計の特徴が特化される。結論的に、差
別化戦略とコスト・リーダーシップ戦略はそれぞれ前述の戦略使命の観点から
の成長と収穫のインプリケーションに対応づけられる。つまり、差別化戦略は
成長使命、コスト・リーダーシップ戦略は収穫使命、と同じマネジメント・コ
ントロール・システムの設計内容をとるのであるい。
6)また、Govindam●n and Shank〔1992〕、Anthony and Govindaraan〔1995〕はまた、以
上の二つの見方 (観点)を同時に取り扱う追加的議論を試みものである。結論的に、表
に示されるように四つのセルが生じる。
罐 成長
使 収穫
命
1  不適合 2  適 合
3 適 合 4  不適合
コスト・リーダーシップ     差別化
(競争戦略)
このうち、セル2とセル3は、コントロール・システムの設計が適合する領域である。
セル2は成長/差別化の、セル3は収穫/コスト・リーダーシップの組み合わせであり、
それぞれ環境の不確実性のデイメンションにおいて同じレベルをもつ。一方、セル1と
セル4は、コントロール・システムの設計が適合しない領域である。ここで、コントロー
ル・システムの設計が適合するようにするためには、戦略使命かあるいは持続的競争優
位を変更するかである。たとえば、セル2への移動は、成長戦略をとるSBUをコスト・
リーダーシップ戦略から差別化戦略の選択へ変更することで可能となる。同様にまた、
差別化戦略を至上命令とするSBUを収穫から成長の戦略使命へと事業ポートフォリオ
を変更することによって可能となる。ただし、後者の戦略使命の変更はきわめて現実性
が乏しい。このような場合、戦略使命かあるいは持続的競争優位のいずれか一方の実施
がより決定的となり、これによってコントロール・システムのタイプが可能となるので
ある。
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また、以上の環境の不確実性のディメンションからのものではなく、ストレー
トに差別化戦略とコス ト・リーダーシップ戦略に応じて同業種の企業の報酬シ
ステムがそれぞれ異なるケースも検証されいる。差別化戦略をとる企業はより
主観的で、非財務尺度を、コスト・リーダーシップ戦略をとる企業はより成文
化で、財務尺度を採用するというものである (Govindaraian and shank
〔1992〕,Anthony and Govindaraian〔1995〕)。
このようにみてくるとき、当面のマネジメント・コントロール・システムの
作用関係は、以上の2つの仮定によってたつことが明らかとなる。のみならず、
ここで、マネジメント・コントロール・システムと組織構造との間にフィード
バック・ループが介在する点に注意をしたい。たとえば、あるSBUの当初の
利益目標が達成できなかった原因が、SBU間の共通費の配分にあったことが
判明したとしよう。この結果当該SBUの更改ないし再編成が検討されること
もあるのである。
こうして、事業戦略とのかかわりでとりあげられるマネジメント・コント
ロール・システムの作用関係は、つぎのような構図をとるのである。
「
組織構造→戦略→マネジメント・コントロール・システム¬
5.事業戦略にかかわるマネジメント・コントロール 0システムの
作用関係とS型タイプ
さて、この段階でVHBSの四類型に重ねてみよう。B型と同じ範疇であるS
型タイプに当てはまることになる。表・5に示されるように、S型のもとにな
る標準的組織形態は、事業部制組織である。オペレーションに関する意思決定
の権限は分権化されるが、資源配分の権限はトップに集中し、戦略スタッフが
大きな発言力をもつ。この支援のもとにダイナミックでかつ整合的な戦略展開
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がおこなわれる。環境の機会と脅威を予測し分析することが決定的の要件とな
る。個別市場の競争優位は、強みと弱み、競争条件、事業単位の使命を考慮に
入れて分析的、論理的に確立されることになる。定量 。定性情報の体系的収集
と、計画の首尾一貫性の向けた予測情報が重視される。計画の遵守と目標の達
成が価値志向となる (加護野他〔1983〕。
こうしたS型の特徴が概観される中で、S型は、米国企業の多く、とくに
sBUをとる企業の適用類型の典型である (石井〔1997〕)とされる点は特筆す
べきであろう。このことは、当面のマネジメント・コントロール・システムの
作用関係がS型のタイプを暗に仮定におくものであることを一層確かなものと
するのである。そこで以下、SBUを最初に取り入れたGEのSBU管理に見て
みよう。
(1)GEのSBU管理
GEでは、70代SBUが業務執行の3つのレベル (事業本部 (事業グループ)、
事業部および製品部門)のいずれかにオーバーラップされる形で設定された。
これにともなって、SBU管理のためのSBU組織構造が編成された。本社 (戦
略スタッフ)とSBUのインターフェースとして (事業本部 (事業グループ)
ごとに)グループ経営委員会を設置するものであった。
つぎに、GEではこうした組織構造を機能させるために戦略、戦略計画、実
行計画 (予算)の策定、作成という一連のプロセスと、この過程で交換される
情報の内容が極めて明確かつ論理的に設計された。そのフロー・チャートを描
くと図・5の通りである。第1段階は、明示的な全社的な戦略の策定であり、
本社経営スタッフの手で経済全般、業界の環境分析にもとづいておこなわれる。
この中で、個々のSBUが占める位置、目標、使命が明らかにされ、そのもつ
意味が各SBUに第1次ガイドラインとして伝達される。第2段階は、第1次
ガイドラインにもとづいて各SBUで戦略代替案が作成、グループ経営委員会
βθ5, θ5
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に提出される。第3段階は、グループ経営委員会での戦略代替案の評価作業で
ある。第4段階は、本社経営会議のよるグループ経営委員会に提出された全
SBUの戦略代替案の点検と全社的な資源配分の決定である。これをもとに各
SBUの戦略事業計画作成の基礎となる第2次ガイドラインが各SBUに伝達さ
れる。第5段階は、このガイドラインにもとづく各SBUでの向こう5か年の
戦略事業計画案の作成、および次年度の実行計画案 (予算)の作成である。こ
れらは、グループ経営委員会で点検された後、本社経営会議に提出される。第
6段階は、本社経営会議での戦略事業計画案の承認と作成と次年度の戦略につ
いてのガイドラインの確定である。第7段階は、このガイドラインにもとづく
各SBUでの次年度の実行計画と予算の作成であり、グループ経営委員会で修
正、承認をうけて、実施に移される (加護野〔1981〕、坂本〔1989〕)。
図・5 戦略事業計画のフロ ・ー チャート
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GEでは、以上のプロセスを一年周期で繰り返し、毎年更新され、同時に毎
年の短期的な実行計画と予算が作成されていく (加護野〔1981〕、坂本〔1989〕)。
さらにGEでは、SBUの戦略事業計画を一貫して実施していく場合、それ
を担うSBUの責任者に目標達成の動機づけをおこなうための具体的な手立て
が講じられた。まず、各SBUの使命にふさわしいパーソナリテイをもった管
理者が各SBUに配置された。つぎに、業績評価とボーナス制度が各SBUの
使命ごとにきめ細かく設定される (加護野〔1981〕、坂本〔1989〕)。 ほかならぬ
戦略に適合するマネジメント・コントロール・システムの明確な設計をみるの
である。
以上、SBUを最初に取り入れたGEのSBU管理にS型の典型的パターンを
みた。結論的に言えば、それは、組織構造→戦略→マネジメント・コントロー
ル・システムという当面のマネジメント・コントロール・システムの作用関係
である基本構図そのものを踏まえるものである。ここに、改めて事業戦略との
かかわりでとりあげられるマネジメント・コントロール・システムの作用関係
はS型のタイプに属するということができるのである。
(2)S型と組織文化
S型においても、前掲の表 。4に明らかなように、組織文化はフォーマルな
組織構造とマネジメント・コントロール・システムを補完する役割を演じる。
B型の場合がそうであつたように、ここでも同様に、これによって組織文化と
マネジメント・コントロール・システム (と組織構造)との間に作用する関係
が弱いけれども現実に働くことが客観的に捉えられるのである。
S型の組織文化の特徴は、前掲の表 。6の通りであるが、戦略の有効性、そ
の策定の過程での合理的 。分析的アプローチと体系的に収集されたデータが重
視される。綿密で整合的な実行計画 (予算)をたてる人が尊敬、コンフリクト
も問題解決につながる建設的な方向で解消される。情報交換のプロセスでのス
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タッフの発言が重んじられる。これら特徴は、以上のGEのSBU管理におい
て容易に引き出すことができよう。一言でいえば、これらは、計画志向文化と
いうGEの組織文化、風土のもとに存在するものと総括できるのである。
こうしてマネジメント・コントロール・システムの作用関係は結局、戦略実
施に効果的に機能し、高い業績に結びつくのである。GEにみれば、SBu管理
を採用し、その移行が積極的な戦略展開をともなって (大規模な買収も絡んで)、
70代中頃から80年にかけて劇的な成功をおさめた。電気事業部を中心に関連業
界の平均をはるかに超えた高い業績をあげることができた。60年代のいわゆる
「利益なき成長」の状況から脱出することになったのである。ただし、以上は、
SBU管理の積極的な推進者であった当時のGEの会長がジョー ンズの時代の
ことである。80年に入って、SBU管理の限界が問題となった。いわゆる「分
析まひ症候群」と椰楡される状況に陥ったのである。ジョー ンズの後継者であ
るウェルチ会長の主導による、事業構造のリストラクチュアリングがはじまる
のである。より長期の視野からの成長を重視するものであったが、その方向は、
依然PPMをダイナミックに運用するという姿勢を貫くものであったという
(坂本〔1989〕)。
以上、事業戦略にかかわるマネジメント・コントロール・システムの作用関
係をS型のタイプに属するパターンととらえた。冒頭の図。1の概念的フレー
ムヮークのもとに表わしてみると下図のようにB型と同様のゾーン閾をもっ
て示めされよう。ただ、基本構図の方向が逆になるのである。
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最後に、本稿での経営戦略の議論は時代の変遷に対応している。加えて、事
業戦略は、企業戦略と独立に行われないことが強調される。そこで、どの議論
が主流を占めるかは移り変るものの、前の議論 (企業戦略)が後の議論 (事業
戦略)によって淘汰されると考えてはならないことに注意したい。ここで、
沼上〔2010〕は、前の議論 (企業戦略)と後の議論 (事業戦略)が地層 (知的
地層)を形成し、その全体が経営戦略という知識の総体をなすと考えるべきで
あると主張している。つまり、 2つの経営戦略の議論は、累積 。共存し、知的
地層を形成しているとみるのである。こうした地層形成を考慮するとき、経営
戦略全体とのかかわりでとりあげられるマネジメント・コントロール・システ
ムの作用関係が浮き彫りになる。それは、企業戦略とのかかわりにおけるマネ
ジメント・コントロール・システムの作用関係に事業戦略にかかわるマネジメ
ント・コントロール・システムの作用関係を重ねる合わせたものとなる。ほか
ならぬB型とS型を暗黙のうちに仮定するものであるといえよう。。図。1の
7)石井他〔1997〕からは、つぎのような説明をみることができる。「B型やS型においては、
戦略は行動のガイドライン、意思決定のルールとしての性格を持っている。経営戦略に
ついての伝統的な議論は暗黙のうちに、このような適応類型を仮定していた。」(164頁)。
マネジメント・
コントロール・
システム
リーダーシップ
βθ59 θ9
大阪学院大学流通。経営学論集 第36巻第3号
概念的フレームワークでみれば、これまでの一方向ではなく、相互に作用する
双方向の作用関係からなるゾーン閾をみることになる。
(未完)
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